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事例：尾張マシナリー（機械メーカー）
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　　　　　最上…外部コンサルタントのリーダー
　　　　　笠間…プロジェクトに参画した
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《ストーリー編》

■まずは人事部門の改革からはじめよう
　沈黙のうちに，第 2回のプロジェクト
全体会議は終了した。
　会議の後，有田は最上に声をかけられ
た。
　「まずは問題を共有できましたね。次
は，我々で施策の青写真を描きましょう」
　 3回にわたる有田とコンサルタントら
による討議の結果，次の結論を導いた。

①人事に関わる課題をよりタイムリーに
経営層と共有し，スピード感を持って
施策を決定・実行していくため，社長
を議長とする人事委員会を設置するこ
と
②各部門の問題解決を人事としてサポー
トするとともに，手薄になっている業
務（前号参照）を人事部門として担っ
ていくために「ビジネスパートナー制」
を導入すること
③上記 2点を最優先の取り組み課題と
し，人事制度改革はいったん先送りす
ること

　討議の過程で，有田は最上たちコンサ
ルタントから「人事に関わる意思決定機
能の弱さ」と「経営報告の頻度の少なさ」
を指摘されていた。具体的に見出された
事象としては，次のようなものだ。

□会社として重要な人事であっても，部
門間の調整に時間がかかり，必要なと
きに必要な異動を行えなかったケース

が直近 1年間だけでも複数ある
□人的生産性が長期的に逓減している部
門（国内営業部門や基礎研究部門）が
ある一方で，今後の成長ドライバーと
期待されている海外部門やセールスエ
ンジニアもあるなかで，人員投入は前
例踏襲を繰り返しており経営戦略と連
動しているとはいえない

□経営層のヒアリングで寄せられた人事
部門に対する期待や課題がそもそも有
田を含めた人事部門のリーダーにとっ
て大半が初耳のことであった

　有田は，こうした検討を経て，経営と
人事部門の距離を近くすべきとの意見に
賛同し，まずは人事委員会の設置を進め
ることにしたのだ。
　また，手薄になっている業務の存在，
各部門の人づくりへの関心の低さ，そし
て，人事部門がそうした実態を把握でき
ていないことについては，「部門人事部
の設置」と「ビジネスパートナー制の導
入」の 2つのオプションを比較し，人事
機能の人的生産性を極力維持しながら部
門の問題解決に焦点を当てた体制を組め
ることを重視し，「ビジネスパートナー
制」を採ることとした（図表 1）。

■思い出される過去の失敗
　有田は，最上たちとの議論を受けて，
さっそく人事委員会の立ち上げとビジネ
スパートナー制の導入に向けて，人事部
門の部長や課長たちと個別に対話を行う

ことにした。
　人事委員会の設置については，皆が賛
同してくれた。特に社長はじめ役員から
は大いに歓迎され，最上たちと結論を導
いてから 2 ヵ月後には，社長と専務，
そして人事担当役員と経営企画担当役員
の合計 6名からなる人事委員会が開催さ
れるに至った。
　一方で，ビジネスパートナー制の導入
には，人事部門のほとんどが否定的であ
った。さらに，人事部員と話を重ねるに
つれて，彼らの引っかかりが少しずつ分
かってきた。まず認識したのは，有田が
不在にしていた間に「部門担当制」とい
う仕組みを導入し，失敗した過去である。
少し昔を振り返ると，10数年前まで各
部門に人事担当者を配置していた。しか
しながら，業績が悪化するなかで間接機
能の集約化が進められ，それまでは工場，
研究開発センター，そして本社の各部門
のフロアにあった人事のデスクは，工場
の一部機能を除いてすべて本社の「人事
部フロア」に集約された。その後，人事
部員の退職不補充が続き，人数が減少し
てきたのであった。この過程で，現場を
よく知る者は退職し，その“パイプ”は
引き継がれることなく徐々に失われてい
った。その後，会社の業績が持ち直した
時期─有田が海外駐在に出ていた頃
に，人事部員たちは，今の有田と同じよ
うに現場とのパイプを取り戻すべく企画
し，実行していたのであった。
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　しかしながら，この部門担当制は失敗
だった。定着することなく，立ち消えて
いったというのだ。
　「部門人事が廃止されてから10年近く
経っていたため，各部門とも人事部のサ
ポートなど必要ない体制ができあがって
しまっていた。もはや部門担当制は必要
ないのではないか」
　「持ち場の部門にいっても相手にされ
なかった。そうして，だんだん足が向か
なくなってしまった」
　「人事の人数が減っていることを認識
すべきだ。そもそも工数が足りなかった」
　「部門担当を通さずに直接相談が持ち
込まれたるルートが定着しきっているな
かで部門担当制を導入しても，結局は部
門担当が，担当につなぐだけ。つまり，
無駄なプロセスが増えただけだった」

■「“御用聞き”からやってみよう」
　有田は，再び最上を呼ぶと，「どうも
私がいなかった時代に似たような取り組
みを実行して失敗に至った過去があるよ
うだ。ウチの会社では，ビジネスパート
ナー制はなじまなそうだから，違うやり
方を一緒に考えませんか？」と伝えた。
うなずきながら耳を傾けていた最上は失
敗理由まで一通り聞き終えると，意外な
一言をいった。
　「皆さんの声を聴いて，むしろビジネ
スパートナー制が成功する可能性を感じ
ます」と。
　「まず何より，人事部員たちが自ら考
え，すでに実行に移してきたことです。
やる気・意欲のハードルは乗り越えられ
るのではないでしょうか？　そして，失
敗に至った原因は，うかがった限りでは
“動き方の型化”“教育”“人事部門と各
部との双方の体制”が不十分であったこ
とにあるように思います。成功のポイン
トを押さえて，今度こそ成功させましょ
う」
　有田が成功のポイントを尋ねると，最

上は他社での取り組み事例を紹介した。
有田の目に特に留まったのは，タスクの
指示に関するきめの細かさ，あらゆるビ
ジネスパートナーたちの成果物が徹底的
にテンプレート化，あるいは，「穴埋め
問題化」されていることだった。聞いて
みると，これらを埋めるための作業手順
についても全員を集めてトレーニングし
たという。
　翌日，有田はプロジェクトメンバーを
招集すると，最上から聞いた成功に導く
7つのポイントと他社での取り組み事例
を共有した。
　プロジェクトメンバーたちは，タスク
が詳細に定義されていること，動きが徹
底的に型化されていることを捉えて，こ
こまできめ細く導いてはいなかったと口
にした。「これなら活動を立ち上げられ
るかもしれない」─多くのメンバーが
内心そう思った頃合を見計らうように，
有田が「まずは“御用聞き”からやって
みないか？」と提案すると，前の会議で
「幸せな職場をつくりたい」と思いを寄
せてくれた笠間から，「部門担当制を導
入したときも，各部門側は皆さん歓迎し
てくれていたはずですし，もう 1度チャ
レンジしてみませんか？」と声が上がっ
た。会議では，「工数の不足」と「適任
者がいるかどうか？」に対する懸念が出
たものの，「とはいえ，どうやったらで

きるか考えていくことにしよう」という
意見が大半を占め，実行に向けた準備作
業に入るという結論を確認して会議が終
わった。
　こうして，積極的とはいえないながら
も人事部門の部課長の同意を取り付ける
と，有田は人事会議で提案を行い，そこ
での承認を経て各部門の部門長に説明し
て回った。説明回りのなかで，有田は部
門側の窓口役を置いてほしいと依頼し
た。どの部門長も趣旨に賛同してくれ，
部門側の窓口役には，副部門長や本部長
の筆頭格を指名してくれた。
　過去の部門担当制の経緯をよく知る相
手からも「我々も頼らせてもらうので，
今度こそは定着させていきましょう」と
力強い言葉を貰い，人事部に対する期待
の大きさに，有田はむしろ身の引き締ま
る思いであった。
　立ち上げに向けた準備作業で引っかか
ったのは，会議でも指摘された「工数不
足」と「人選」であった。最上からは専
従が望ましいとはいわれていたが，有田
は当初から兼務でやるしかないと考えて
いた。これまでの経緯に最近の会社業績
の復調も相まって，人事部門の人手不足
感は顕著になっていたからだ。しかも，
ビジネスパートナーは，教育や賃金など
特定の領域だけを担当するわけではな
い。いわば“人事の代”のような存在だ。

図表 1　部門人事とビジネスパートナー制の違い

ビジネスからの依頼・要望事項に基
づき対応することが中心役割

事業ラインのリーダーからの信頼を
ベースとして，ともに事業戦略を策
定・実行支援

採用，教育，研修等，タスク別に役
割が決められており，一部で総務庶
務的な役割も担う

組織 少人数で人事全般をカバー

ラインマネジャーが抱える人事面の
課題解決（部下の健康面・人事上の
課題等，ルールに定められていない
例外事項に対する対応の検討）

主な“顧客”と
提供する
サービス

事業ラインのリーダーの参謀として，
人事の面から事業計画実行を支援

企画業務も実施するが，多くの部分
でオペレーショナルな業務も実施業務 基本的に企画業務に集中

部門人事 ビジネスパートナー
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どんなにタスクが型化され，トレーニン
グもなされ，体制も整えられるとはいえ，
やはり対話ができる“エース級”でなけ
れば任せられない。エース級をそんなに
抜いてしまえば，今やっている業務に大
きな支障が出てしまう。
　そうして，数週間にわたる人事部内の

調整の結果，20名のビジネスパートナ
ーが選任されたが，いずれも，有田が考
えていたように兼務となった。有田にと
っての誤算は，その大半が，今抱えてい
る仕事は一切減らすことなく，ビジネス
パートナーとしての仕事を新たに加える
形での選任となったことであった。有田

は何とか“玉突き”で業務を編成し直し，
少しでもビジネスパートナー業務に時間
を割けるように調整しようと試みたので
あったが，誰もが手いっぱいでそうした
手をつけることができなかったのであっ
た……。

《解説編》

■改革を成功に導く 7つのポイント

　さて，尾張マシナリーでは，人
事部門の動き方を変えるべく，「ビ
ジネスパートナー」を立ち上げる
こととなった。これから，このビ
ジネスパートナーの導入を柱に，
人事部改革を進めていくわけだ
が，ここで，最上が有田に示した
“ 7つのポイント”を紹介したい。
【1】 具体的な活動内容を明らかに

し，かつ，「型化」する
　「人事部門を経営戦略の実行の
要にしていく」「より職場や社員
に貢献していく」という号令をか
けて変わるものではない。尾張マ
シナリーの例が示すように，今あ
る業務で手いっぱいであるし，そ
れぞれが業務を一生懸命やってい
る。そうした自負心を持って仕事
をされているはずだ。しかしなが
ら，人事部が経営のなかでどうい
う役割を果たしたいとか，どうい
う貢献をしていきたいか，という
“お題目”だけで終わってしまっ
ている例が多いことは事実であ
る。
　変化を生み出すのであれば，そ

うしたお題目を掲げるだけではな
く，具体的に人事部門の業務をど
のように変えるのか？　それは誰
（個人名）が担うのか？　まで落
とし込まなければならない。業務
も，単に項目だけではなく，誰と
どういうコミュニケーションをし
て，どういう検討を行い，どうい
う成果責任を負って，誰にレポー
トするのか？　まで示すことが必
要である。それがないままの議論
では，互いにイメージするものも
違ってしまう。尾張マシナリーで
も，具体的にタスクが定義される
ことによって，「できる」「できそ
うだ」という感覚を共有すること
ができていた。また，有田が人選
にあたっての目線を持つことがで
きた点も注目していただきたいポ
イントである。逆に，何をやるの
かが漠然としたままでは，感覚的
な議論に終始してしまう。また，
仮に導入できたとしても，各人が
自己流で実践することとなる。セ
ンスと才覚に優れたメンバーばか
りならそれでも良いかもしれない
が，勝手気ままな動きでは，組織
としての学習はなかなか深まらな
いし，そもそも不十分な点につい

てのフィードバックもままならない。
【2】 目指す状態を言語化し，共感

し合うチームを作る
　具体的なタスクに落とし込むだ
けは，動きは生み出せても，持続
性を持つことはできない。そのタ
スクは，何らかの目的達成のため
の手段であるはずだ。その活動を
通じて何を目指すのか？　今まで
と何をどれだけ変えねばならない
のか？　を共通認識として持たね
ば，やらされ仕事になってしまう。
─といえば，当たり前のことに
聞こえるが，実際に改革に取り組
んだ例を踏まえると，難しさを感
じる課題である。
　まず，あまりに「遠すぎる」目
標や「高尚すぎる」目的だと感じ
られてしまっては，たとえ改革リ
ーダーにとっての究極的な理想像
であったとしても，組織のなかで
求心力を持ちにくい。一方で，手
に届きそうなレベルでは，その活
動に対する本気を引き出しにく
い。理想を掲げつつ，そこに至る
までの道筋まで落とし込み，担い
手となる改革メンバーたちが「や
ってやろう」「できるだろう」と
確信できるレベルが重要だ。尾張
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マシナリーの例のように“青臭い
議論”を通じて自分事に落とし込
んでいくプロセスを採ることは，
1人ひとりの確信に落とし込んで
いくための 1つのやり方である。
　次に，どんなに自分事とするた
めの青臭い議論を行っても，「ど
うせやっても仕方ない」などと冷
めているメンバーや，「こんなこ
とは今さら言われるまでもない」
などと妙に達観しているメンバー
をゼロにはできない。ときには周
囲の意欲を削ぐような言動を示す
者も出てくる。目的や目標，そこ
に至るまでの過程を示し，共感を
持たせていくことは重要である
が，一方で，その共感の度合いは
シビアに見極め，生み出さねばな
らない変化を阻害しかねない場合
には改革活動の担い手からは外れ
ていただくなどの断固たる姿勢を
示さねば，安定飛行には到達しえ
ない。尾張マシナリーではまだ顕
在化していないが，後々，この温度
差が問題を引き起こすこととなる。
【3】 活動時間を明示する
　人事部組織のなかで業務を見直
す際に，それぞれの業務に専従で
人を充てることができれば理想的
である。しかしながら，人繰りや
引き継ぎ，あるいは，想定通りに
活動を定着しきれないリスクを考
慮していくと，特に新しい業務ほ
ど兼務となりがちだ。
　一方で，実際にそれらの仕事を
兼務するメンバーの立場からいえ

ば，〈やらないと今すぐに誰かが
困る仕事〉すなわちオペレーショ
ナルな仕事を優先することとな
り，〈やらないと将来誰かが困る
仕事〉すなわち，尾張マシナリー
の「ビジネスパートナー業務」の
ように経営や部署を能動的にサポ
ートしにいくような業務は後回し
になる。
　従って，人事部門の役割をより
高度化させようとすれば，このオ
ペレーション業務の部分を克服せ
ねばならない。アウトソーシング
やITを活用した自動化，さらに
は業務プロセスの見直しによる効
率化に至るまで，あらゆる手を打
って， 1人ひとりの時間の使い方
を変えていかねばならない。また，
専従化できない場合は特に注意が
必要だ。オペレーション業務を効
率化しても， 1人ひとりの時間配
分が実際に変わっていなければそ
の果実は手にできない。どの業務
にどれだけの時間を割くべきかを
本人に明示して，実際の個々人の
業務時間配分について予実管理を
行い，定常業務から新業務へと業
務時間がシフトされるよう粘り強
く見ていくべきである。
【4】 週次・月次・年次のPDCAサ

イクルを回す
　組織における改革活動であれ
ば，変化を仕掛けてすぐに理想的
な状態に到達することはありえな
い。活動を定着させるまでの間は
週単位など極めて短サイクルで改

善と個別指導を行っていかねばな
らない。
　活動が定着化してくると，徐々
に経営層や各部門から頼られるよ
うになるだろう。しかし，持ち込
まれる相談事は，オペレーション
業務に閉じていた時代とは比べ物
にならないほど多種多様になって
くる。問題社員の扱いや労働時間
に関する相談などクイックに動く
ことが求められる内容もあれば，
要員構造のゆがみの是正や顧客ニ
ーズの変化に合わせた人づくりな
ど腰を据えて動かねばらない内容
も出てくる。さらに，「採用」や「教
育」といった機能別組織ではなく，
尾張マシナリーのような顧客別組
織を取り入れている場合，持ち込
まれる相談事は「○○できる人が
○○までに何人必要だが」などと，
採用・教育・賃金など機能を横断し
て検討せねばならなくなってくる。
　改革活動を着実に定着化させ，
社内顧客のニーズに応え，先回り
していくためには，個々人の動き
を人事部門全体でしっかりと共有
することが極めて重要である。時
間軸の多様さを踏まえると，週単
位・月単位～四半期単位・年単位
～中計単位など，短・中・長それ
ぞれでPDCAサイクルを回しなが
ら動きを顕在化させていく仕掛け
が重要である。
【5】 PDCAを回す体制を作る
　PDCAサイクルは，本人たちだ
けで回せるものではなく，意思決
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人事戦略策定，人事諸制度改革，人事部門改革，M&Aに伴う人事機能
統合といった人事領域のコンサルティングをはじめ，業務改革，業務
遂行体制設計，グループガバナンス体制の構築・機関設計など，組織・
業務・経営管理領域のコンサルティングを幅広く手掛けている。

定の当事者を巻き込んだ形が望ま
れる。尾張マシナリーの例であれ
ば，部門に入り込んで問題解決を
していく以上は，人事部として意
思決定できる者，また，部門側に
はそこでの上級マネジメント層
が，それぞれレポート先にならね
ばならない。レポート体制がなけ
れば，PDCAサイクルをしっかり
回し切ることはできないまま，活
動は立ち消えてしまいかねない。
　この点も詳しくは今後の展開の
なかで取り上げていくが，実際に
尾張マシナリーでは，このPDCA
サイクルを回すために，週次で教
育・採用・人事企画・労政・給与
厚生の責任者が勢揃いして，週報
で挙げられてくる問題をこなすこ
ととなる。
【6】 実践のためのトレーニングを

行う
　こうした活動を進めるうえで，
メンバーのトレーニングが必要と
なるケースは多い。それはエクセ
ルやアクセスの使い方といった
日々の情報処理スキルであった
り，労働法令，人材教育，採用・
入社，給与，労政，要員分析，要
員・人件費計画の立て方といった
人事領域に関わる専門性であった
り，論理的思考法，論理的な文章
表現法，簡潔な口述表現といった
仕事力そのものの底上げであった
りと，多岐にわたる。ビジネスパ
ートナーは人事のなかで特定の機
能を担う存在ではない。一通りの

経験を積んできた人事マネジャー
級の方だけを充てることができれ
ばこうした苦労も幾分は軽減され
るであろう。しかし，そうはいっ
ても個々の経験や専門，あるいは
得手不得手は異なるものだし，ビ
ジネスパートナーは，それまでの
人事部での業務に比べれば個人で
動き，バイネームで頼られる局面
が多くなる。こうしたトレーニン
グを提供していくことで，有能に
活躍できるよう導いていくべきで
ある。
　なお，経験的にいって，こうし
た活動は相互学習の機会を生み出
すことができ，かつ，すぐに実践
できるため，メンバーの満足度は
極めて高い。活動へのやりがいと
参画意識を高めるうえでも，定期
的に全メンバーを集めてトレーニ

ングを行うことは有効である。
【7】 段階的な発展を辿るよう設計

する
　ビジネスパートナー制を導入す
る際には，段階的な発展を意識す
ると良い。筆者の関わった最近の
例では， 3段階に分けて実行した
ケースがある（図表 2）。
　ビジネスパートナー制の導入は，
人事の仕事のやり方そのものを変
える改革である。しかし，これま
で日々慣れ親しんだ仕事のやり方
を変えることは一筋縄ではいかな
い。粘り強く，仕事として定着さ
せきるための働きかけを行うこと
は，ビジネスパートナー制を本来
の趣旨に沿った形で定着させるう
えで不可欠なプロセスである。
 （第 3回に続く）

図表 2　ビジネスパートナーの段階的な導入例（※期間・内容は一事例です）

〈第1段階〉16週間プログラム
●ビジネスパートナーとしての仕事を「まずは型通りにやってみる」ことを目指す段階
●隔週（2回/月）で全メンバーを集め，そこまでの2週間の活動ぶりを総括，次の2週間の活動内容を指
示するとともに，その「やり方」についてトレーニング
●さらに，1週間の活動状況については，活動時間や会った人数など詳細にわたりレポートしてもらい，毎
週事務局が面談を実施することで個別のアドバイスを提供
●活動内容は，要員分析や職場ヒアリング等，全員共通のタスクを同時並行で実施

⬇
〈第2段階〉52週間プログラム
●ビジネスパートナーとしての仕事を「自ら考え，自ら動く」ことを目指す段階
●月に1度，全メンバーを集めて，それぞれが担当する部門の課題を持ち寄って解決策を討議するとともに，
そうした問題解決に関わる各種技法をトレーニング
●「やり方」のトレーニングではないため，その実践は各自に委ねられるが，実践の仕方が分からない場合，
あるいは，進捗が芳しくない場合等，必要に応じて個別面談を実施
●活動内容は，それぞれが担当する部門で解決すべき課題解決を進めるもので，1人ひとり異なる

⬇
〈第3段階〉26週間プログラム
●ビジネスパートナーとしての仕事を「完全に内製化する」ことを目指す段階
●それまで外部コンサルタントに依頼してきた事務局業務やトレーニング，個別面談を，順次内部のメンバ
ーで実践
●事務局役，トレーニング役，面談役は，それまでの1年4ヵ月にわたる活動で，特に実践ぶりが優れてい
るメンバーをアサインし，トレーニングや面談について実践とフィードバックを繰り返すことで習得
●これに伴う空席を埋めるべく，より「若手」や人事業務の経験が浅いメンバーをアサインし，ビジネスパ
ートナー活動に参画するメンバーの多様性を高める


